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はじめに

オーバーヘッド牽引法1）5）9）（以下，OHT 法）は，
発育性股関節形成不全（以下，DDH）のうち，リー
メンビューゲル装具6）7）9）（以下，Rb）にて整復さ
れなかった症例や Rb 適応月齢後診断症例等の治
療法として有用とされている．今回，我々は
2013 年の藤田保健衛生大学坂文種報徳會病院に
おける小児整形外科治療開始以来 3 例の DDH 症
例に対して OHT 法にて治療を行ったので，その
導入経験について報告する．

方　法

藤田保健衛生大学坂文種報徳會病院整形外科に
おいて，2013 年 4 月から 2016 年 3 月までの 3 年
間に OHT 法によって 3 例 4 股の DDH 症例が治
療された．3 例について，治療前経過，導入に際
しての問題点を含めた治療経過および短期成績に
ついて検討した．

OHT 法手順は，水平牽引，垂直牽引，膝上牽
引の 3 段階で構成されている．水平牽引（1.5〜2 
kg）を入院にて約 3〜6 日行い，保護者による牽
引の管理が可能となったことを確認後いったん退
院し，home traction として水平牽引を 4 週間継
続する．その後，再入院させて垂直牽引に変更す
る．垂直牽引は 2 週間行い，一日に 10°ずつ，最
大 70°まで少しずつ開排し，最終段階でトラック
バンドを膝上のみの固定にした膝上牽引に変更す
る5）．この時点で整復されることが多い．その後
錘を減量する．この整復状態は，前方からの超音
波水平断像にて確認する8）．

全身麻酔下に，関節造影，装具採寸および体幹
ギプス固定を行う．ギプス固定期間は，5 週間で，
その後体幹〜下肢装具を約 5 か月間装用させる．

装具は常時装用 3 か月で，ローレンツ肢位 4
週，ランゲ肢位 4 週，バチェラー肢位 4 週と装用
期間中肢位を変化させ，除去前は約 2 か月間夜間
装用とする．

Key words：�developmental dysplasia of the hip（発育性股関節形成不全），overhead traction（オーバーヘッド牽引），
home traction（ホームトラクション）

連絡先：�〒 454-8509　愛知県名古屋市中川区尾頭橋 3-6-10　藤田保健衛生大学医学部 整形外科 機能再建学講座　 
� 日下部　浩　電話（052）321-8171　　　　

受付日：2017 年 1 月 20 日

オーバーヘッド牽引法にて治療された発育性股関節形成不全 3 症例

藤田保健衛生大学医学部 整形外科 機能再建学講座

日下部　　　浩

要　旨　発育性股関節形成不全（以下，DDH）の治療においてオーバーヘッド牽引法（以下，OHT
法）はリーメンビューゲル装具（以下，Rb）にて整復されなかった症例や Rb 適応月齢後診断症例等
の治療法として有用とされている．2013 年の藤田保健衛生大学坂文種報徳會病院における小児整形
外科治療開始後，OHT 法にて治療された 3 例 4 股の導入経験について報告する．3 例について，治
療前経過，導入に際しての問題点を含めた治療経過および短期成績について検討した．治療前経過
は Rb にて整復されなかった症例，出生時に脱臼を認めていたいわゆる奇形性脱臼症例，遅診断例
各 1 例であった．全例 OHT 法により整復され，再脱臼は認めなかった．OHT 法導入に際して未
解決だった問題点としてギプス固定に必要な小児用骨盤支持器が高価で購入できなかった点があ
り，OHT 法を含め体幹ギプス固定を必要とする小児股関節疾患治療の妨げとなっていた．
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症　例

症例 1：初診時 4 か月 16 日，女児，右．Rb を
2 週間装用したが整復されず，4 週間中断．再装
用 2 週間でも整復されず中止．

水平牽引は hospital traction 6 日，home trac-
tion 26 日の後再入院させ垂直牽引および膝上牽
引を 14 日間行った．垂直牽引から徐々に開排し，
8 日目，トラックバンドを膝上に変更した当日超
音波にて整復位を確認した（図 1）．9 か月時，関
節造影，装具採寸および体幹ギプス固定とし，ギ
プス装着期間は 5 週間であった．ギプス固定時の
骨盤支持器は，メーカーから貸与されたものを使
用した．

ギプス除去後，体幹〜下肢装具を 5.5 か月装用
させた．常時装用は 3 か月で，ローレンツ肢位 5
週，ランゲ肢位 2 週，バチェラー肢位 3 週，夜間
装用 2.5 か月であった．

関節造影後 2 年 6 か月，装具除去後 2 年になる
3 歳 3 か月時，再脱臼なく正常に歩行しており，
単純 X 線写真にて臼蓋角右 25.4°，左 18.9°であっ
た．
症例 2：初診時 1 歳 0 か月，女児，左．1 か月

時および 3 か月時の検診で異常を指摘されなかっ
た．1 歳 0 か月，近医小児科受診時に左股関節部
にクリックを指摘された．2 週間後，紹介された

近医整形外科で単純 X 線所見より左 DDH が疑
われ当院紹介，確定診断された．

当院，初診時超音波所見は左 Graf type 42），
dynamic sonography で左脱臼3），水平断像 type 
C8）であった．徒手牽引での単純 X 線写真にて，
山室 a 値右 11.59 mm，左 8.11 mm であった10）．

水平牽引 hospital traction 4 日間，home trac-
tion 25 日の後再入院させ，垂直牽引および膝上
牽引を 16 日間行った．垂直牽引から徐々に開排
し 10 日目，トラックバンドを膝上に変更した当
日超音波にて整復位を確認した（図 2）．1 歳 1 か
月時，関節造影，装具採寸および体幹ギプス固定
とし，ギプス装用期間は 5 週間であった．骨盤支
持器は，他施設から貸与されたものを使用した．

ギプス除去後，体幹〜下肢装具を 5.5 か月装用
させた．常時装用は 3 か月で，ローレンツ肢位 4
週，ランゲ肢位 4 週，バチェラー肢位 4 週，夜間
装用 2ヵ月であった．

関節造影後 7.5 か月，装具除去後 1 か月になる
1 歳 9 か月時，再脱臼なく独歩良好であった．
症例 3：初診時 1 か月 24 日，女児，両側．出

生時体重 624 g で，NICU 管理中，1 か月時右股
関節脱臼が疑われ整形外科紹介受診，両側脱臼が
診断された．超音波にて Graf type 両側 4 であっ
た．

2 か月時に Rb2 週間装用，中断 4 週間，再装

図 1．症例 1．超音波水平断像（右）（黒矢印：恥骨，白矢印：骨頭）
a：牽引治療前
b：牽引を膝上にしたとき

a b
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用 2 週間で整復されず中止し，体重 7 kg となる
まで待機して牽引治療を行った．牽引療法直前の
1 歳 8 か月時，単純 X 線にて山室 a 値右 5.6 mm，
左 8.4 mm であった．水平牽引 hospital traction 
4 日間，home traction 20 週間の後再入院させ，
垂直牽引および膝上牽引を 16 日間行った．

再入院時，超音波にて Graf type 4， dynamic 
sonography 法にて脱臼，水平断像は type C で
あった．単純 X 線では山室 a 値右 10.6 mm，左
15.5 mm であった．

垂直牽引から徐々に開排し，11 日目，トラッ
クバンドを膝上に変更した当日超音波にて両側整
復位を確認した（図 3）．2 歳 1 か月時，関節造影，
装具採寸および体幹ギプス固定を行った．ギプス
装用期間は，5 週間であった．骨盤支持器は，他
施設から貸与されたものを使用した．ギプス除去
後，体幹〜下肢装具を 5.5 か月間装用させた．常
時装用は 3 か月で，ローレンツ肢位 4 週，ランゲ
肢位 4 週，バチェラー肢位 5 週，夜間装用 2.5 か
月であった．

関節造影後 11 か月，装具除去後 4 か月になる
2 歳 11 か月時，再脱臼なく走行，跳躍している．

結果および考察

治療前経過は，Rb にて整復されなかった症例，
遅診断例，出生時すでに脱臼を認めていたいわゆ

る奇形性脱臼症例各 1 例であった．出生時すでに
脱臼を認めていた症例は，両側例である．全例
OHT 法により整復され，短期であるが再脱臼は
認めていない．

OHT 法の新規導入に際して牽引のための装置
類など，すべて新規購入しているが，未解決だっ
た問題点として，ギプス固定に必要な小児用骨盤
支持器が高価で購入できなかった点が挙げられ
る．安価な金井氏骨盤支持器が以前はあったが，
2004 年 3 月末で製造販売中止となっている．今
回の 3 例で試みた企業からの貸与は，一度はでき
たもののそれ以降はできず，他施設からの貸与も
その後は困難となっている．必要な機器の生産中
止などは，OHT 法を含め体幹ギプス固定を必要
とする小児股関節疾患の新規治療開始の妨げとな
り得る．

日本小児整形外科学会マルチセンタースタ
ディー委員会によって，2011 年 4 月〜2013 年 3
月の 2 年間に行われた日本における DDH 全国多
施設調査によると，1 歳以上にて診断された遅診
断例が 15％あることと，大学病院を含めた日本
整形外科認定研修病院の 79％において，2 年間で
1 例も DDH 症例が治療されていないと報告され
ている4）．DDH の診断・治療ができる施設の減
少が問題とされている医療情勢の中，藤田保健衛
生大学坂文種報徳會病院において，DDH 遅診断

図 2．症例 2．超音波水平断像（左）（黒矢印：恥骨，白矢印：骨頭）
a：牽引治療前
b：牽引を膝上にしたとき

a b
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例に有用な方法とされている OHT 法が導入され
た．DDH 治療を行っている施設の減少に加え，
必要な機器の生産中止が新規導入の妨げになって
いることが本研究により明らかになったものと思
われる．

結　論

OHT 法は，Rb 法にて整復されなかった DDH
症例や遅診断症例等の治療法として有用であっ
た．しかしながら，OHT 法は小児に対して体幹
ギプス固定を要する治療法であるため，小児用骨

図 3．症例 3．超音波水平断像（黒矢印：恥骨，白矢印：骨頭）
a，b：牽引治療前
c，d：牽引を膝上にしたとき
e ， f：ギプス固定後 5 日目

a b
c d
e f
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盤支持器が入手困難であることが導入の妨げとな
り得る．
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